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別添 

主任技術者等※の兼務の条件について 
※主任技術者、現場代理人、監理技術者 

 
１ 主任技術者及び現場代理人の兼務制限 

⑴ 兼務の条件 

主任技術者及び現場代理人の兼務の制限については次表のとおりであり、新たに配置しようとする

工事と既に配置されている全ての工事が以下の条件を満たす場合に限り、兼務を認めます。 

兼務制限の件数は、下請で配置される工事も含め、最終的に配置される全ての工事（主任技術者又は

現場代理人として配置されている工事を１件とする（主任技術者と現場代理人を兼務している場合も

１件とする。）。）の合計であり、兼務する全ての工事が表中の適用金額未満であることを要するもの

とします。 

 

【兼務制限一覧表】 （ ）内の金額は、建築一式工事の場合 

工事金額(税込) 主任技術者 現場代理人 

以上     未満 基本条件 緩 和 基本条件 緩 和 

[設計金額] 

１億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[請負金額] 

4,500 万円 

(9,000 万円) 

 

 

兼務不可 
災害復旧工事を含

む場合は、密接な関

係※１があり、全ての

工事箇所の間隔(直

線距離)が２５ｋｍ以

内の公共工事に限

り 

５件以下 

 
※その他兼務要件※３

を満たすこと 

※本局が定める区域

内※２に限定しない 

※単価契約の工事は

兼務可※４ 

兼務不可 
災害復旧工事を含

む場合は、密接な関

係※１があり、全ての

工事箇所の間隔(直

線距離)が２５ｋｍ以

内の公共工事に限

り 

５件以下 

 
※その他兼務要件※３

を満たすこと 

※本局が定める区域

内※２に限定しない 

※単価契約の工事は

兼務不可 

密接な関係※１があ

り、相互の間隔(直線

距離)が１０ｋｍ以内

で、本局が定める区

域内※２の公共工事

に限り 

２件以下 

 
※その他兼務要件※３

を満たすこと 

※単価契約の工事は

兼務可※４ 

密接な関係※１があ

り、相互の間隔(直線

距離)が１０ｋｍ以内

で、本局が定める区

域内※２の公共工事

に限り 

２件以下 

 
※その他兼務要件※３を

満たすこと 

※単価契約の工事は

兼務不可 

５件以下 

 
※公共工事以外の工

事も含む 

※本局が定める区域

内※２に限定しない 

※単価契約の工事は

兼務可 

請負金額４，５００万

円未満（９，０００万円

未満）の災害復旧工

事に係る主任技術

者等は兼務件数に

カウントしない 

 
※本局が定める区域

内※２に限定しない 

※単価契約の工事は

兼務可 

本局が定める区域内
※２の公共工事に限り 

５件以下 

 
※その他兼務要件※３

(ｱ)(ｴ)を満たすこと 

※単価契約の工事は

兼務不可 

請負金額４，５００万

円未満９，０００万円

未満)の災害復旧工

事に係る主任技術

者等は兼務件数に

カウントしない 

 
※本局が定める区域

内※２に限定しない 

※単価契約の工事は

兼務可 

※１ 「密接な関係」とは、工事の対象となる工作物に一体性又は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要

する工事をいう。 

※２ 「本局が定める区域」とは、広島市内、安芸郡府中町内又は安芸郡坂町内をいう。 

※３ その他兼務要件 

(ｱ)工事現場不在時の連絡体制が確保されていること。 

(ｲ)既に契約している工事の発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面の写しを提出できること（本局発注工事を除く。）。 

(ｳ)主任技術者にあっては、兼務の申請にあたり、下請けの予定（下請金額等）を明らかにすること。 

(ｴ)現場代理人にあっては、監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること。 

※４ 単価契約の工事における工事箇所の間隔の取扱いは、単価契約の施工区域の全部または一部が含まれる場合、又は施

工区域の外縁から最も近い箇所から規定の距離以内の場合は、距離要件を満たすものとする。 
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【災害復旧工事の対象】 

災害復旧事業（国庫補助事業に限定せず、類する単独事業を含む。）による工事（緊急工事等施行依頼書による工事

を含む。） 

＜対象事業の例示＞ 

ア 水道施設の災害復旧事業 イ 公共土木施設の災害復旧事業（改良復旧を含む。） 

ウ 公立学校施設の災害復旧事業 エ 公営住宅等の災害復旧事業 

オ 堆積土砂の排除事業 カ 農地、農業用施設、林道の災害復旧事業（改良復旧を含む。） 

 

⑵ 兼務を希望する場合の手続（請負代金額が１００万円未満の工事を除く。） 

下表の各担当課（提出先）が提出された書類を確認・受理することで兼務は可能となります。 

なお、新たに配置しようとしている工事の一般競争入札の主任技術者の兼務については、入札公告

に記載した工事担当課が提出された書類を確認・受理することで兼務は可能となります。 

ア 提出書類 

「施工様式－５１」を次の事項に従い記載等をしたうえで、当該主任技術者、現場代理人を新たに配

置することを希望している工事の各担当課（提出先）に提出してください。 

・ 該当する者が兼務する全ての工事を記載してください（兼務件数にカウントしない災害復旧工

事についても記載してください。）。 

・ 兼務する全ての工事（「施工様式－５１」に記載の全ての工事）のうち、１件でも請負金額が 4,500 

万円以上（建築一式工事にあっては 9,000 万円以上）の工事がある場合には、発注者が異なる工

事（発注者が本局でない工事）について、発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面（様式

「施工様式－５２」）の写しを添付してください。なお、発注者が異なる工事に下請けで配置され

ている場合は、発注者の承認は不要です。 

イ 提出期限等 

「施工様式－５１」の提出時期等は下表による。 

入札方式 主任技術者 現場代理人 提出先 

一般競争入札 

原則、開札日（積算疑義申立に係
る手続を試行する対象工事にあっ
ては一般競争入札参加資格確認申
請書の提出を求める旨の通知をす
る日）の翌々日（広島市の休日を
除く。）の午後５時まで 

 

工事担当課 

契約の締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては実
工事期間の始期（本局の承諾を得て実工事期間の始期を早めた
場合は、変更後の実工事期間の始期））から７日以内。 
 「(施工様式-7)現場代理人・主任(監理)技術者届」と合わせ
て提出。 

施工担当課 

指名競争入札 

随意契約 

(特命随契含む) 

契約の締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては実
工事期間の始期（本局の承諾を得て実工事期間の始期を早めた
場合は、変更後の実工事期間の始期））から７日以内。 
 「(施工様式-7)現場代理人・主任(監理)技術者届」と合わせ
て提出。 

施工担当課 

 

２ 監理技術者補佐の配置による監理技術者の兼務の特例（専任特例２号） 

専任義務がある監理技術者についても、建設業法第２６条第３項第２号に定める監理技術者において

は、当該監理技術者の行うべき職務を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」という。）をそれぞれの工事

現場に専任で置くときは、元請に限り２件（民間工事を含む）まで兼務することができます。この場合の

本局の取扱いについては次のとおりです。 

なお、本局発注の工事のうち、専任特例２号による兼務が可能な工事については、特記仕様書に兼務可

能であることを明記しています。 

⑴ 専任特例２号による兼務の取扱い 

ア 兼務対象工事 

設計金額（税込）が３億円未満の工事を対象とします。ただし、営繕工事（建物の新築や改修に伴

う設備工事を含む。以下同じ。）にあっては、２億円未満を対象とします。 

なお、発注者が本局でない工事については、「設計金額（税込）」を「請負金額（税込）」と読み替

えます。 
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イ 兼務対象工事の要件 

・ 監理技術者が専任特例２号により兼務できる範囲は、工事相互の間隔（直線距離）が１０ｋｍ以

内であること（本局が定める区域内(１⑴※２)に限定しない。）が必要です。 

・ 単価契約の工事同士は兼務できません。 

ウ 兼務する場合の体制 

・ 監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務

を適正に遂行しなければなりません。 

・ 監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であることが必要です。 

・ 監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにしてください。 

 

⑵ 監理技術者補佐になり得る者の要件 

監理技術者補佐は、 次のいずれかに該当する者としてください。 

ア 建設業法施行令第２９条第１号に掲げる者 

建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者（主任技術者の資格を有する者）のうち、建設工

事の種類に応じ、以下のいずれかに該当する者 

・ １級の第１次検定に合格した者（１級技士補、令和３年４月１日施行） 

・ 建設業法第１５条第２号イ、ロ又はハに該当する者（ロは指定建設業を除く。） 

イ 建設業法施行令第２９条第２号に掲げる者 

国土交通大臣が建設業法施行令第２９条第１号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認定した

者 

なお、監理技術者補佐は、受注者又は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者として

ください。恒常的な雇用関係は、工事契約途中から監理技術者補佐を置く場合であっても、開札日前

３か月以上の雇用関係にあることが必要です。また、監理技術者補佐は、真にやむを得ない場合を除

き変更できません（監理技術者の兼務を止め、監理技術者補佐を解除する場合を除く。）。 

 

⑶ 兼務を希望する場合の提出書類 

ア 提出書類 

(a) 配置予定技術者調書（様式３－１） 

専任特例２号による兼務を希望する監理技術者に係る配置予定技術者調書（様式３－１）に、

添付資料（当該監理技術者を既に配置している工事の確認資料として工事実績情報システム（Ｃ

ＯＲＩＮＳ）登録内容の写し）を添付したうえで、当該監理技術者を新たに配置することを希望

している工事の工事担当課に提出してください。既に配置している工事のＣＯＲＩＮＳ登録内

容の写しが添付できない場合は、契約書の写し等の工事名、施工場所、契約金額（税込）及び工

事の概要（営繕工事に該当するか）が分かる書類を添付してください。 

併せて、監理技術者補佐に係る配置予定技術者調書（様式３－１）を提出してください。 

(b) 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

当該監理技術者を既に配置している工事が本局発注工事である場合は、既に配置している工

事の施工担当課へ提出してください。 

なお、当該監理技術者を新たに配置することを希望している工事については、契約を締結し

た場合に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて監理技術者補佐設置届（施工様式

７－３）を施工担当課へ提出してください。 

イ 提出期限 

(a) 配置予定技術者調書（様式３－１） 

一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限まで（開札日（積算疑義申立に係る手続を試行

する対象工事にあっては一般競争入札参加資格確認申請書の提出を求める旨の通知をする日）

の翌日（広島市の休日を除く。）の正午まで。また、くじ引の場合はくじ引を行った日の翌日（広

島市の休日を除く。）の正午まで）に、工事担当課に提出してください。 

(b) 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

当該監理技術者を既に配置している工事については、開札日（積算疑義申立に係る手続を試

行する対象工事にあっては一般競争入札参加資格確認申請書の提出を求める旨の通知をする日）

の翌々日（広島市の休日を除く。）の午後５時までに、既に配置している工事の施工担当課に提

出してください。 
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また、当該監理技術者を新たに配置することを希望している工事については、契約締結日（工

事着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期）から７日以内に、「現場代理人・

主任（監理）技術者届」と合わせて施工担当課に提出してください。 

 

３ 情報通信技術の活用等による主任技術者等の兼務の特例（専任特例１号） 

専任配置が必要な主任技術者又は監理技術者（以下、主任技術者等という。）について、建設業法第２６

条第３項第１号に定める要件を満たす場合は、下請で配置される工事も含め、２現場まで兼務することが

できます。この場合の本局の取扱いについては次のとおりです。 

 

⑴ 専任特例１号による兼務の要件 

１又は２を活用しない工事現場の主任技術者等が、以下の全ての要件を満たすことが必要です。な

お、下請業者が配置する主任技術者にも適用します。 

① 各建設工事の請負金額が１億円未満（建築一式工事は２億円未満）であること。 

② 工事現場間の距離が、同一の主任技術者等が一日の勤務時間内に巡回可能で、当該現場と他の工

事現場との移動時間がおおむね２時間以内であること。 

③ 当該建設業者が注文者となった下請け契約から数えて、下請次数が３次以内であること。 

④ 主任技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下、「連絡員」という。）を各現場

に配置していること。（土木一式工事又は建築一式工事の場合の連絡員は、当該建設工事の種類に

関する実務経験を１年以上有する者であること。） 

⑤ ＣＣＵＳ等情報通信技術により、主任技術者等が遠隔から工事現場の施工体制を確認できる措置

を講じていること。 

⑥ 人員の配置を示す計画書を作成し、各現場に備え置き、帳簿の保存期間と同期間、営業所で保存

すること。 

⑦ 現場状況を確認するための情報通信機器（遠隔の現場との必要な情報のやり取りを確実に実施で

きるもの。一般的なスマートフォンやタブレット端末、ＷＥＢ会議システムで構わない。）が設置さ

れ、通信可能な環境が確保されていること。 

⑧ 工事現場の数が２を超えないこと。なお、「専任特例１号を活用した工事現場」と「専任を要しな

い工事現場」を同一の主任技術者等が兼務できるが、専任を要しない工事現場についても①～⑦の

要件を満たし、かつ全ての工事現場の数が２を超えてはならない。 

 

⑵ 兼務における留意事項 

・ 主任技術者の兼務する工事が、１⑴に示す兼務の条件を満たす場合は、専任特例１号では取扱い

ません。１⑵に示す主任技術者の兼務に係る事務手続を行ってください。 

・ 専任特例１号を活用した主任技術者等が、専任特例２号を活用することはできません。 

・ 専任特例１号を活用した主任技術者等が、現場代理人を兼務することはできません。 

 

⑶ 兼務を希望する場合の手続 

ア 提出書類 

(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式－６１） 

次の事項に従い記載等をしたうえで、当該主任技術者等を新たに配置することを希望している

工事の工事担当課に提出してください。 

・ 該当する者が兼務する全ての工事を記載してください。 

・ 兼務する全ての工事のうち、発注者が異なる工事（発注者が本局でない工事）がある場合、

発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面（施工様式－６２）の写しを添付してくださ

い。なお、発注者が異なる工事に下請けで配置されている場合は、発注者の承認は不要です。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式－６３） 

当該主任技術者等を新たに配置することを希望している工事については、契約を締結した場合

に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて人員の配置を示す計画書（施工様式－６３）

を提出してください。 

なお、当該主任技術者等を既に配置している工事が本局発注工事である場合は、既に配置して

いる工事の施工担当課に人員の配置を示す計画書（施工様式－６３）を提出してください。 
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イ 提出期限 

(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式－６１） 

原則、開札日（積算疑義申立に係る手続を試行する対象工事にあっては一般競争入札参加資格

確認申請書の提出を求める旨の通知をする日）の翌々日（広島市の休日を除く。）の午後５時まで

に、工事担当課に提出してください。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式－６３） 

主任技術者等を既に配置している工事の施工担当課に提出したうえで、主任技術者等を新たに

配置することを希望している工事の施工担当課に契約締結日（工事着手日選択期間を設定した工事

にあっては実工事期間の始期）から７日以内に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせ

て提出してください。 

 

４ 営業所技術者等に関する主任技術者等の職務の特例 

営業所に常勤（テレワークを行う場合を含む。）して専らその職務に従事することが求められる営業所

技術者等（特定営業所技術者又は営業所技術者をいう。以下同じ。）について、建設業法第２６条の５に定

める要件を満たす場合は、特例として工事の主任技術者等の職務を兼ねることができます。この場合の本

局の取扱いについては次のとおりです。 

 

⑴ 主任技術者等として配置できる工事の要件 

以下の各建設工事について要件を満たす場合、特定営業所技術者は主任技術者又は監理技術者の職

務を、営業所技術者は主任技術者の職務を兼ねることができます。ただし、専任特例を活用する場合を

除きます。 

ア 請負金額が 4,500万円（建築一式工事は 9,000万円）以上の工事 

以下の(a)～(d)を全て満たすこと。 

(a) 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された建設工事であること。 

(b) 兼ねる工事現場の数が１以下であること。 

(c) ３⑴①～⑦の全てを満たしていること。なお、３⑴②について、「工事現場間」とあるのは、「営

業所から当該工事現場」と読み替える。 

(d) 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

イ 請負金額が 4,500万円（建築一式工事は 9,000万円）未満の工事（営業所と工事現場が近接して

いる場合） 

以下の(a)～(d)を全て満たすこと。 

(a) 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された建設工事であること。 

(b) 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業所

が近接していること。 

(c) 当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること。 

(d) 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

ウ 請負金額が 4,500万円（建築一式工事は 9,000万円）未満の工事（営業所と工事現場が近接して

いない場合） 

アの要件を全て満たすこと。 

 

⑵ 特例における留意事項 

・ 営業所技術者等が、工事の現場代理人を兼ねることはできません。 

 

⑶ 特例による配置を希望する場合の手続 

ア 提出書類 

⑴ア又はウに該当する工事において、契約を締結した場合に、「現場代理人・主任（監理）技術者

届」と合わせて人員の配置を示す計画書（施工様式－６３）を提出してください。 

イ 提出期限 

契約締結日（工事着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期）から７日以内に、

「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて提出してください。 
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５ 施工様式掲載場所 

施工様式は、広島市水道局ホームページ（https://www.water.city.hiroshima.lg.jp/）のトップペー

ジの「事業者の方へ」→「工事・建設コンサルタント業務関連トップページ」→「建設工事トップページ」

→「工事様式」に掲載しています。 

 


